
第７章

タイの二輪車産業

――日本ブランド寡占体制における地場企業の対応と対抗――

東　 　茂 樹　

はじめに

　タイの二輪車市場は日系企業のブランドが９６％を占めており，中国やイン

ドのように地場企業が主導している市場とは様相が異なっている。またベト

ナムやインドネシアとも違って，タイではこれまで中国車が市場に本格的に

参入しておらず，日系企業優位の体制が続いている。どうしてタイでは，こ

れまで独自のブランドをもつ地場企業が台頭してこなかったのか。また低価

格の中国車が市場を席巻する状況が，なぜタイでは発生しなかったのであろ

うか。これらの課題に答えるためには，タイ二輪車産業を先導してきた日系

企業の市場戦略および生産体制を明らかにするとともに，これまでほとんど

着目されなかった地場二輪車企業の生産体制や競争力を分析する必要がある。

　本書では地場企業の能力形成が共通するテーマとなっており，本章でもこ

の２つの課題のうち後者を取り上げ，タイにおける地場企業の成長経路と技

術蓄積の解明を，課題に設定したい（１）。ただしタイの地場企業の成長は，自

立して発展したものではなく，日系企業の生産体制に対応あるいは対抗しな

がら形成されてきた。そこで地場企業を論じる際に必要な限りにおいて，日

系企業の市場戦略や生産体制（主に購買管理）についても最初に言及しておく。

タイ二輪車産業における日系企業の意義に関しては，日系部品企業も含めた



生産ネットワークの分析が必要となるので，別の機会に論じたい。

　さて，タイにおいて日本ブランドが寡占体制を築くことができたのは，国

産ブランドの育成にこだわらなかったタイ政府の産業政策が大きく影響して

いると考えられる。産業政策は，二輪車企業の事業展開を規定する制度であ

るので，その歴史をここで簡単に述べておきたい（表１）。タイ二輪車産業の

出発点は，１９６０年代に投資委員会（���）から輸入代替工業型事業に税制上

の恩典が賦与されることになり，１９６６～１９６８年にかけて日系完成車企業３社

が相次いで進出し，���輸入による組立を開始したことであった（２）。それ以

降タイ政府は，国産ブランドを育成する政策を採らず，外資誘致による産業

発展をめざした。タイ政府が二輪車産業政策として力を注いだのは，１９７０～

１９８０年代の保護育成政策である。組立ライセンスの発給制限，完成車の輸入

禁止，部品関税の引き上げ，部品の国産化規制（ローカル・コンテント）が実

施された。

　この保護育成策のもとで既に進出していた日系完成車企業が迫られたのは，

部品の現地調達であった。部品の国産化率を引き上げるためには，完成車企

業自体が部品を内製化するか，日本で取引している部品企業にタイへの進出

を要請するか，あるいはタイの地場企業を育成して部品を調達するか，いず

れかの選択しかない。１９８０年代半ばまでのタイ経済は石油危機後の構造不況

により，国内市場は低迷が続き，日系部品企業がタイに進出できる環境では

なかった。ここに地場企業が，日系完成車企業に部品を供給するビジネスの

機会がめぐってきたのである。本章で取り上げる地場部品企業のほとんどは，

この機会を利用して二輪車事業に参入し，日系企業の技術支援を受けて成長

を遂げた。

　１９９０年代以降は，地場企業のおかれている環境が急速に変化している。タ

イ政府は規制緩和政策を進めて，組立事業の参入制限廃止，完成車の輸入解

禁，�����域内部品関税の引き下げ，部品の国産化規制撤廃を実施した。日

系部品企業のタイへの進出も相次いでおり，日系完成車企業は必ずしも，地

場企業から部品を調達する必要に迫られていない。さらにタイの二輪車生産
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台数は２００３年に年間２４２万台に達して，同年の保有台数は２００３年に３�５人に１

台まで拡大しており，保有率は台湾に次いで世界第２位となった。自由化や

市場の飽和状態が近づくなかで，地場企業は新たな競争力向上策を迫られて

いる。

　本章の構成はつぎのとおりである。まず，地場企業や中国車の台頭を許し

てこなかったタイ二輪車市場における日系完成車企業の市場戦略について第

１節で述べておこう。つづいて日系完成車企業が地場企業に部品を発注する

際に，どのような部品の購買管理政策をとり，地場企業を支援してきたのか

に関して，第２節で考察する。以上をふまえて第３節と第４節において，本

章の主題である地場企業の生産体制や競争力を明らかにする。第３節では，
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表１　タイ政府の二輪車産業政策

年

1964

1971

1977

1978

1984

1985

1986

1989

1992

1993

1996

2000

2002

2004

政策

投資委員会（BOI），輸入代替工業型事業に税制上の恩典付与。

工業省，２年以内に二輪車部品国産化率50％の義務づけ，５年間組立事業への

新規参入禁止の政策を発表。

部品国産化率70％，算定方法は部品点数制へ移行。

完成車輸入を原則禁止。

部品の強制調達品目を指定。

完成車に輸入課徴金20％。部品輸入関税30％から40％へ。

BOI，150cc以下の二輪車エンジン国産化政策を発表。

エンジン部品国産化率30％，1993年80％へ段階的に引き上げ。

二輪車を価格監視の対象製品に指定。

事故の際の治療費に充てる強制保険加入義務づけ。

排ガス規制レベル１施行。ヘルメット着用を義務づけ。

BOI，４ストローク車生産を投資奨励事業に指定。

組立事業への参入制限撤廃。

完成車の輸入解禁。エンジン以外の部品国産化規制撤廃。

部品国産化規制，完全撤廃。

BOI，４ストローク車生産を投資奨励事業から除外。

ASEAN域内，輸入税5％。

BOI，４ストローク車生産の投資奨励事業を再開。

排ガス規制レベル5施行。

（出所）タイ工業省ほか資料より筆者作成。



日系完成車企業に部品を納入することができた地場企業について，創業者の

たどってきた歩みや経営に対する考え方，日系企業からの要求への対応能力，

差別化への取り組みなどを分析する。第４節では日系企業の寡占状況に対抗

する動きとして，２００２年に新規参入を果たした地場完成車企業，また地場補

修部品企業によるクラスター形成を取り上げ，これらの企業が登場した要因

と直面するであろう課題を説明する。最後に第５節において，地場部品企業

および地場完成車企業の成長経路と技術水準についてまとめ，低価格に優位

性をもつ中国製品に対して，地場企業が競争力をもちうるのかを検討したい。

第１節　日系完成車企業の市場戦略

　タイでは日系完成車企業のブランドが９６％を占めて寡占状況を築いている

が，ブランド別販売シェアはこの２０年間で大きく変化している。１９８０年代は

日系３社（ヤマハ，スズキ，ホンダ）が競合していたが，１９９０年代前半にホン

ダが一歩抜けだし，１９９０年代後半以降はホンダが他社を大きく引き離してい

る（図１）。この販売シェアの変化は，各企業の投入モデルが市場で評価され

た結果と考えられる。

　二輪車タイプ別にみると，アンダーボーン（タイではファミリータイプと呼

ぶ）が９割という圧倒的なシェアを有している（図２）。他方でモーターサイ

クル（スポーツタイプと呼ぶ）は，１９８０年代に３割を占めていた時期もあった

が，通貨危機後にシェアが顕著に低下して，２００４年は１％にすぎない。また

スクーターは２００２年に投入され，若者や女性にユーザー層を広げて，２００４年

は全体の８％に増加した（３）。このようにタイでは，モーターサイクルが主流

の中国やインドとは，普及している二輪車のタイプが異なっている。

　１９８０年代後半から１９９０年代半ばにかけて，ファミリースポーツという他国

にはみられないタイプが，市場の４０％前後を占めた。これはカブタイプから

レッグシールドをはずして，外観をよりスリムにしたタイプで，ファッショ
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図１　タイ二輪車のブランド別販売シェア

（出所）タイ工業連盟自動車部会，原データはタイ運輸省陸運局。

ホンダ
ヤマハ
スズキ
カワサキ
タイガー

図２　タイ二輪車のタイプ別販売シェア

（出所）タイ日系二輪車メーカー資料，原データはタイ運輸省陸運局。
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ン性を好むユーザーの要望に対応して日系企業が投入した。また同時期にタ

イでは，小排気量で高出力が出せる２ストローク車の需要が多く，市場の８

割以上を占めていた。ホンダは１９８７年に，２ストローク車でクラッチ付きの

ファミリースポーツタイプ����を投入し，販売シェアを増加させた。この

モデルは，ホンダが当時東南アジアの���事務所をおいていたシンガポール

から�����生産拠点への巡回があり，タイにおける若者の二輪車の改造の仕

方を調査したうえで投入が決定された。

　タイ政府は１９９０年代前半から段階的に排ガス規制を強化し，４ストローク車

の生産を奨励した。また通貨危機以降はガソリン価格が高騰したため，燃費

が良く耐久性に優れた４ストローク車の需要が徐々に高まり，２００４年には

９９％以上となった。ホンダは１９９７年に，４ストローク車でファッショナブル

なファミリータイプ����を投入して，販売シェアがさらに増加した。ファミ

リータイプにもファッション性を重視したモデルが投入され，ファミリース

ポーツタイプの販売シェアは徐々に縮小している。

　ベトナムで中国車に市場を席巻されたホンダは，２００２年１月に対抗措置と

して廉価車����αを投入したが，タイにおいても中国車への予防的な対策と

して同年６月に廉価車����１００（巻頭写真４を参照）を発売した。����１００は，

タイでこれまで販売されていた����１１０の外観に，�����１００のエンジンを搭

載した機種である。既存の����１１０の価格が４万バーツ（約１１万６６００円）であ

るのに対し，����１００は２万９８００バーツ（約８万６８００円）に抑えたため，購買

層の幅を広げて爆発的に売れた（４）。ホンダはさらに，����１００とベースが共

通で仕様を一部シンプルにした������を２００３年４月に２万７５００バーツで発

売して，購買層の拡大と量産効果の両面をねらった。

　ヤマハはデザインや機能面を重視して差別化を図り，低価格化には与しな

い独自路線を追求している。同社は２００２年７月からスクーター（オートマチッ

ク車）を投入したが，２００３年１１月に発売した���，２００４年９月にモデルチェ

ンジした�����がヒットして，若年層の顧客獲得に成功した。最初のモデル

の売れ行きは必ずしも良くなかったため，基本設計を固める前に若者の流行
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を調査し，デザインに取り入れる方針に転換したことが，功を奏した（５）。ア

クセサリーやアパレルなどの周辺商品も開発して，若者のライフスタイルに

合わせた販売戦略に力を入れ，高付加価値商品としてブランドイメージの定

着を図っている。

　このようにタイの日系完成車企業は，デザイン，機能，価格の面において

市場調査を行ったうえで，ユーザーの要望をいち早く仕様に取り入れて，新

たなモデルを投入してきた。廉価車やスクーターは，ホンダとヤマハがそれ

ぞれ中国車や日系他企業に先駆けて市場に投入して，潜在需要を掘り起こし

ている。日系企業のタイにおける事業展開は，各企業とも現地の生産会社，

販売会社，開発会社が相互に連携しあいながら，市場の動向にマッチしたデ

ザインやコンセプトを商品企画し，現場の技術陣が即座に対応して，タイミ

ングの良い商品投入が行われており，これまで中国車やタイ地場企業の台頭

を許してこなかったのである。

第２節　日系完成車企業の部品調達

　タイの日系完成車企業は，地場企業からどのように部品を調達しているの

か，その購買管理政策についてみていきたい。つぎの第３節では，日系完成

車企業が部品を発注する際の地場部品企業の対応能力に焦点をあてて分析す

るので，ここではとくに日系完成車企業の地場部品企業に対する，発注の仕

方やその内容，品質，納期，コスト削減についての指示，改善活動の支援な

どを考察する。

　タイにおける日系完成車企業の部品現地調達比率は，すでに９８％に達して

いる（６）。日系４社の取引企業数はそれぞれ１２０～１６０社で，このうち地場企業

（合弁，技術提携を含む）は約４割を占めている（７）。しかし取引金額でみると，

日系企業が８５％を占め，地場企業は１５％にすぎない。ある日系完成車企業の

部品取引金額に占める地場企業の割合を部品種類別にみると，板金・樹脂４８％，
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コンポーネント・機能部品１１％，電装品２％，鋳鍛造品５％となっている。

プレス，樹脂，ダイキャストなど，金型で仕様が決まる部品は，地場企業か

らの納入が多い。地場サプライヤーへは貸与図による部品の発注を行い，日

系完成車企業が部品の生産ノウハウをもっており，経験値から仕様を押さえ

ている。これに対して，機能部品や電装品のほとんどは，日系部品企業のノ

ウハウが入る承認図により，設計を依頼された日系企業が生産している。

　日系完成車企業は，地場部品企業との取引を１９７０年代末から開始した。タ

イ政府が１９７７年に部品国産化率を７０％に引き上げることを義務づけ，１９７８年

に完成車の輸入を禁止したためである。それまで日系完成車企業のタイ工場

は，タイヤやハンドルをはずした���部品を日本から輸入し，溶接，塗装，

車体組立を行っていた。国産化政策に対応して，工場はライン能力を増強し，

新たにプレス工場を作って，メインフレーム，燃料タンク，マフラーを内製

することになった。しかしプレス部品すべては内製できないため，小物部品

を中心に外注することになり，地場企業を技術指導しながら調達することに

なったのである。同様に１９８０年代前半にかけて，樹脂やダイキャスト部品で

も，地場企業の育成が進められた。

　１９８０年代後半以降は，市場拡大にともなって日系部品企業のタイへの進出

が進み，機能部品や電装品，鋳鍛造部品の多くを，タイの日系企業から調達

できるようになった。一方で，完成車企業の工場は組立生産能力を増強する

ため，フレーム，燃料タンク，マフラーを外注に切り換える企業もあり，こ

れらの構成部品については地場企業の受注も増加している。フレームは，強

度や溶着不良，公差の問題があるため，サブフレームの溶接，組立は内製し，ま

たエンジン部品の加工も品質を左右するため内製しているが，全体的にはユ

ニット部品を外注する傾向となっている。

　日系完成車企業の新機種開発は，日本にある各社の研究開発会社が基本設

計を行っている。機能部品や電装品を生産する部品企業は，完成車企業の研

究所で部品の要求仕様を提示され，詳細設計に取り組むことになる。設計能

力をもつ日系部品企業への発注は，日本における開発段階で事実上決まって
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しまう。１９９７～２００１年にかけて日系完成車企業各社がタイに設立した東南ア

ジアの生産拠点を管轄する開発会社では，市場調査やデザイン，試作品の製

作を担当し，現地仕様の外観デザインの修正など行ってきた（８）。設計開発や

試作品のテスト機能も段階的に日本から移管されており，検査器具の導入も

進んでいる。タイの部品企業がコスト削減に対応するため，部品仕様や材料

を変更した試作品を提出すると，タイの開発会社でテストを行って承認を出

すようになってきた。従来は日本の研究所へ送ってテストを行っていたので，

開発のプロセスや意思決定，取り組みのスピードが速くなった。

　日系完成車企業のコスト削減は，新機種投入に際して，つぎのようなプロ

セスで行われている。まず開発の初期段階で，既存モデルをベースにした新

モデルの目標価格を設定する。取引金額で８０％以上となる上位４０社程度の部

品企業が参加して，どの部品を安くするかを検討する。つぎに，これを織り

込んで，日系完成車企業の開発，購買，製造および取引先（取引金額で９０％以

上となる上位１２０社程度）が共同で仕様や作りの要件を決め，完成車企業の開発

部門が図面化する。その際，コンセプトに基づいて加工寸法や精度を緩和し

たり，作りやすさから材料や公差を変更する提案が，部品企業から行われ，

図面が修正される。

　地場企業へ発注する板金プレスや樹脂部品については，完成車企業の図面

が出てから，部品企業に見積書を提出させて取引先を選定する。選定に際し

ては，サプライヤーの経営体質，生産設備を調べて，安定したものづくりが

可能かどうかを審査する。新機種の立ち上げ時には，既存部品の取引先を変

えない方針を採っている。部品企業の売上や収益に影響するので，見積りに

は既存企業を必ず参加させ，目標コストに達しない場合は，材料価格の上昇

などを考慮してコスト調整を行う。部品の購買は，派生モデルごとに取引先

を変える複社発注を実施している。ベースのモデルは同じため，型番は違う

が図面はほとんど同じである。

　コスト削減のために，地場部品企業は日系完成車企業から�����提案（９）を

２回求められる。１回目は貸与図が示されて見積りを出す時に，どうやって
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作るか，コストがどれだけ下がるか，材料の歩留まり，加工方法などを，図

面にコメントをつけて，検討結果を完成車企業に返す。２回目は，部品を作っ

てからの不具合，作り勝手から，材質変更や加工方案を，完成車企業に提案

する。

　取引先が決定した後は，提示された図面から，試作品をいかに作り上げる

かが重要となる。試作品の製作では，チームとしてのスピードが必要となり，

地場部品企業の対応能力が求められる。さらに実際に部品の量産が開始され

る前には，完成車企業の購買，品質関係者が部品企業の工場に来て，現場に

おける確認作業が通常３～５回実施される。おおまかな点検内容は，次のと

おりである。�金型や部品が規格どおり作れるか，車が想定どおりに組み立

てられるかを確認し，金型の修正，ライン作り，量産体制を整える。�想定

のラインで所定の品質が出るか，部品やマネジメントを点検する。�まちが

いなく量産レベルで車が組み立てられるかを確認する。見積書の提出から量

産開始までは，６～７カ月を要する（図３）。

　日系完成車企業はサプライヤーを集めて，年に１，２回取引先懇談会を開い

ている。年初に，当該年の事業方針，市場予測，他社への対抗策，品質目標

やねらい，コスト削減の目標値などが説明される。年末には，品質，コスト，納

入それぞれに関するサプライヤーの表彰が行われる。もし部品企業の搬入品

質に不良が発生した場合は，問題解決のため完成車企業の品質担当者が部品

企業へ赴き原因を分析する。品質の成績が良くないサプライヤーは，個別に

不良を減らす活動を行う。

　ある日系完成車企業は，２００３年に中国製部品の輸入を検討し，実際に３部

品を輸入した。中国製部品は価格がタイ製同部品の６０％前後であるが，不良

率が１０％以上とたいへん高く，品質に問題があるため，中国へ行って全数検

査を実施した。その後，中国製部品の輸入は中止している。同社タイ工場の

年間搬入品質不良率は約１６���で，日本の１１���についで品質管理が優れて

おり，タイのサプライヤーが品質，納期面で対応能力が高いことを示してい

る（１０）。
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　日系完成車企業は，サプライヤーの改善活動も支援している。ある日系完

成車企業は，中国製部品に対抗してコスト競争力を引き上げるために，工場

において市場に連動した部品の流し方を指導し，工程間流動在庫をなくす活

動を展開した。徹底した管理，不具合への即座の対応によって，生産性の上

昇，加工費低減などの成果が現れている。同活動の対象は，日系協力部品企

業が中心であるが，地場部品企業に対しても，改善の仕方の指導が行われて

いる。専門家が地場部品企業の問題点や弱点を指摘し，設備操作を従業員が

把握しているかどうかを検証するため，品質向上運動の成果発表を行い，従

業員の技能向上につなげる。品質の不具合が発生した後の対応が迅速に進め

られるように，工場設備の正しい使い方をすべて点検し，最後に社長の判断

を求めて地場企業経営者の意識改革につなげることも重視している。

第３節　地場部品企業の生産体制と競争力

　本節では，日系完成車企業が圧倒的に生産，市場を支配するタイにおいて，

部品を取引することができた地場企業にはどのような特徴があるのか，日系

企業からの要求に対していかなる対応能力を構築してきたのか，差別化にど
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図３　部品企業の受注から量産までの流れ

事前審査（経営体質，生産設備）

見積り（品質，コスト，納期を審査）

取引先決定

試作品製作

試作品試験（二輪車企業R&D社）

現場確認１（金型，部品生産確認）

金型修正，品質確認

現場確認２（量産レベル最終確認）

量産

1カ月後　2カ月後　3カ月後　4カ月後　5カ月後　6カ月後　７カ月後

（出所）聞き取り調査に基づき筆者作成。



のように取り組んでいるかについて明らかにしたい。２００４年９月から２００５年

１２月にかけてタイで現地調査を行った際に，日系完成車企業と部品を直接取

引している地場企業１１社を訪問して，経営者から聞き取り調査を行うことが

できた（１１）。本節ではまず，この１１社の成長要因，生産体制，取引関係，技術

水準（コスト削減対応など），差別化戦略を考察することにより，地場部品企

業の特徴を浮き彫りにしたい。つづいて，地場二輪車部品企業では売上が最

大のタイサミット社と同２位のダイシン社を事例に取り上げて，地場企業の

成長経路と技術蓄積を具体的に分析する。この２社は，地場部品企業の今後

の発展パターンを捉えるうえで代表的な事例と考えられる。

　１．地場部品企業の特徴

　ここでは１１社の聞き取り調査の結果を通して，日系完成車企業と部品を直

接取引している地場企業の特徴を明らかにしたい（表２）。１１社は日系完成車

企業の部品調達先リストから任意に選択した企業であるが，調査研究報告書
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表２　地場二輪車部品

資本構成

（％）

部品種類 設立年

日系X社

日本人アド

バイザー

技術提携

（注）プレスの技術提携は四輪車部品。日本人アドバイザー△はマーケティング担当。納入先△は

（出所）筆者聞き取り調査（2004年9月，11月，2005年7月，9月，12月）。

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｄ社

Ｅ社

Ｆ社

Ｇ社

Ｈ社

Ｉ社

Ｊ社

Ｋ社

プレス・溶接

プレス・溶接

プレス・溶接

プレス・溶接

プレス・溶接

プレス・溶接

プレス・溶接

プレス・溶接

ダイキャスト

ダイキャスト

ダイキャスト

1977

1980

1978

1991

1974

1979

1975

1985

1979

1982

1977

タイ100

タイ100

タイ100

タイ100

タイ100

タイ100

タイ100

タイ100

タイ67：日本33

タイ100

タイ100

○

×

×

×

○

×

×

×

○

○

○

○

○

○

○

○

△

×

×

○

○

△

○

○△

○△

△

×

○△

○

×

○

○△

×

部



（佐藤・大原編［２００５］）に記載したタイ部品企業２００社のデータと比較すると，

つぎのような特徴がある（表３）（１２）。１１社の資本金は３００万バーツから１億

バーツ強の間に散らばり，また従業員数は５０人から４０００人強の間でばらつき

がある。ともに２００社データの分散傾向とほぼ同じであるので，企業規模の面

から１１社は，大企業から中小企業の事例をだいたい網羅しているといえよう。

１１社全体としてみると，日系完成車企業の一次取引地場部品企業を対象とし

ているので，資本金は日系企業ほど大きくなく，従業員数は二次下請企業や

補修部品企業よりも多い。

　�　成長要因

　１１社の設立年は，１９７０年代後半が６社，１９８０年代前半が２社となり，１９７０

年代半ばからの１０年間に集中している。２００社データの設立年と比べると，古

い企業が多い。また創業者あるいは社長が会社設立以前に行っていた職業は，

車両用補修部品の販売（�社，�社，�社），町工場や長屋における金属加工業

（�社，�社），日系二輪車企業，家電企業からの独立（�社，�社，�社），地場
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企業の概要と取引先

日系Y社日系Z社

品納入先

二次下請け。J社，K社は雇われ社長。

部品用途

（％）

二輪35，四輪48

二輪95以上

二輪60，四輪40

二輪70，四輪30

二輪85，四輪15

二輪96

二輪40，家電50

二輪95以上

二輪70

二輪67，農機13

二輪90以上

社長経歴

シート補修部品

日系X社

日系X社

C社社長の弟

ボルト，ナット

地場A社

日系家電メーカー

カバン金具

補修部品販売

日系Y社

地場L社

従業員数

（人）

4,127 

1,450 

1,700 

928 

800 

285 

300 

50 

2,300 

500 

500 

売上

（年）

4,376 

420 

850 

480 

379 

320 

171 

124 

1,400 

515 

460 

資本金

（100万バーツ）

65

25

90

20

18

10

3

7

125

46

100

○

○

○

○

○

×

×

×

○

○

○

○

×

×

×

○

×

×

○△

○

○

○△
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表３　タイ部品企業の企業規模

（出所）アンケート200社データは佐藤・大原編［2005］より筆者作成。

　　　聞き取り11社データは筆者作成。

アンケート200社データ 聞き取り11社データ
年 企業数 ％ 企業数 ％

0.0 
9.1 
54.5 
18.2 
9.1 
9.1 
0.0 
0.0 

18.2 
18.2 
27.3 
18.2 
18.2 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 

0.0 
0.0 
0.0 
9.1 
0.0 
18.2 
36.4 
18.2 
18.2 
0.0 

0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
18.2 
45.5 
18.2 
9.1 
9.1 
0.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

0
1
6
2
1
1
0
0

2
2
3
2
2
0
0
0
0
0

0
0
0
1
0
2
4
2
2
0

0
0
0
0
2
5
2
1
1
0

11

11

11

11

5.1 
3.6 
8.7 
11.7 
29.6 
28.1 
11.2 
2.0 

25.8 
12.1 
21.1 
9.5 
14.2 
13.7 
2.1 
1.1 
0.5 
0.0 

0.0 
3.6 
5.5 
10.9 
20.9 
23.6 
26.4 
7.3 
1.8 
0.0 

5.3 
4.4 
13.2 
12.3 
16.7 
13.2 
9.6 
9.6 
14.0 
1.8 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

10
7
17
23
58
55
22
4

49
23
40
18
27
26
4
2
1
0

0
4
6
12
23
26
29
8
2
0

6
5
15
14
19
15
11
11
16
2

196

190

110

114

－1969
1970－1974
1975－1979
1980－1984
1985－1989
1990－1994
1995－1999
 2000－　　

－9
10－19
20－49
50－99

100－199
200－499
500－999

1000－1999
2000－4999
 5000－　　

－9
10－19
20－49
50－99

100－199
200－499
500－999

1000－1999
2000－4999
 5000－　　

－9
10－19
20－49
50－99

100－199
200－499
500－999

1000－1999
2000－4999
 5000－　　

合計

合計

合計

合計

①設立年

②資本金
（100万バーツ）

③従業員数
（人）

④売上
（2003年）
（100万バーツ）



大手部品企業からの転出（�社）のいずれかに分類できる。補修部品の販売・

製造から組付部品の製造へと発展するパターンは，地場四輪車部品企業でも

多い事例である。組立企業で働いていた技術者が辞めて自分の会社を設立し，

経験を活用して部品を製造するパターンは，家電産業でもよくみられる。調

査企業のなかに，後者の典型的な事例があった。１９８０年に独立した�社社長，

１９７５年独立の�社社長，１９８９年独立の塗装会社社長の３名は，ある日系完成

車企業の１期生であり，それぞれ溶接，プレス，塗装の生産現場を経験して

アシスタントマネージャーまで昇進し，より進歩したいという考えから独立

した。３名はお互いに出資しあって，�社，�社，塗装会社を設立し，以前勤

めていた完成車企業に部品を納入している。さらに同完成車企業や日系部品

企業からの部品需要が増大して，既存各社の生産能力をオーバーすると，３名

は共同出資で�社を設立（社長は�社社長の弟）し，事業を拡大している。

　調査企業はいずれも，設立以前は二輪車部品とかかわりをもつ事業に携

わっており，１９７０年代後半のタイ政府による部品国産化政策をきっかけとし

て，二輪車部品の生産を開始した。完成車企業は部品国産化政策により，小

物プレス部品などを外注することになったため，この参入機会を活用できた

地場企業がのちに成長することになる。１１社のほとんどは，操業開始当初に

日系完成車企業から技術支援を受けて生産ノウハウを蓄積し，長年にわたり

継続的に取引している点が注目される。

　１９８０年代半ばまで二輪車国内市場は年３０万台前後で低迷しており，地場部

品企業は設備稼働率の低下に直面していた。またタイ政府は日本企業のタイ

進出を奨励していたが，１９８１年と１９８４年に相次いで通貨バーツを切り下げて

不況が続いたため，進出した日系企業は少なかった。地場企業は，日系部品

企業がほとんど進出していないことにより，競争から保護されていたといえ

るが，それはすなわち，外国から技術支援を受ける機会がなく，独自に試行

錯誤を繰り返しながら製造ノウハウを勉強しなければならないことを意味し

ていた。金型，生産技術，工程設計，検査などについて，独自に対応せざる

をえなかったのである。当時の部品国産化規制，保護関税政策のもとで，地
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場企業がこの事業参入機会を生かして，独自に生産現場の困難に取り組んだ

かどうかが，企業が成長するための重要な岐路となった。

　�　生産体制

　１１社が取引している部品の種類は，プレス板金，ダイキャストに限られて

いる。第２節で述べたように，日系完成車企業は機能部品や電装品のほとん

どを，日本の研究開発会社で日系部品企業に設計依頼しており，地場企業が

参入することは不可能である。地場企業は日系完成車企業から貸与図の支給

を受けて，図面どおり部品を生産している。

　主な生産品目は，プレス板金ではサブフレーム，燃料タンク，マフラー部

品，ハンドル，ブレーキペダル，スイングアーム，スプロケットなど，ダイ

キャストではパネルブレーキ，ハブ，クランクケースカバーなどである。プ

レス，溶接，機械加工は技術的に高度でなく，日系企業が要求する生産シス

テムやコスト削減に対応できれば，部品国産化規制がなくても，地場企業は

価格が安いので取引できる。プレス部品は地場企業の間で受注競争が繰り広

げられており，たとえば日系完成車企業�社向けサブフレームでは，�社，�

社，�社，�社，�社が，見積りで競合している（図４）。ただし地場企業のな

かにも技術力の格差は存在し，大手企業の�社，�社，�社は燃料タンクやマ

フラー部品を製造できるが，中小企業の�社や�社は部品企業に半完成部品を

納入する二次下請けの生産も多い。日系完成車企業が２００２年以降に投入した

廉価版モデルでは，コストの安い地場企業の取引機会が増加した。たとえば

�社はスイングアーム，�社はスプロケットの直接取引が可能となった。

　日系完成車企業と直接取引する部品企業は，補修部品の生産とは異なり，

完成車企業の大量生産に対応するために品質や納期面において高い水準が要

求される。完成車企業は部品企業の品質（�），コスト（�），納期（�）を審

査し，毎年開催される取引先懇談会において各項目の優秀な企業を表彰して

いる。調査企業では，搬入品質不良率で成績が優秀な�社，�社，�社は，取

引品目も拡大して売上を急速に伸ばしていた。成績がまだ完成車企業の要求
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水準に達していない�社と�社は，社内プロジェクトを組織して改善に取り組

んでいる（１３）。�社と�社は水準がかなり低いため，完成車企業の品質保証部門

が個別に改善や検査の仕方を指導している。また�社や�社は，完成車企業か

らの指導はとくになく，トラブルが発生した時の対処法，すなわち原因は何

か，いかに改善するか，どのように防ぐかを認識していた。

　地場部品企業の売上の推移を，�社を事例にみておこう（表４）。�社の総売

上高は，１９９８年の１�２７億バーツから２００３年の５�１５億バーツへと，通貨危機以降

急速に増加している。しかしダイキャストのトン当たり売上高でみると，

２０００年の１６�７万バーツから２００３年の１５�６万バーツへと，２００２年以降は減少傾向

を示し，部品単価が下がっている。これは完成車企業からのコスト削減要求

が強まった影響と考えられる。従業員は１９９８年の２００人から２００３年の５００人へ

と，やはり通貨危機以降増えているが，１人当たり売上高でみると同期間に

６３�５万バーツから１０３�０万バーツとなり，労働生産性が高まっている。
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図４　フレーム部品の取引関係

（注）X～Z社は日系完成車企業，A～G社は地場部品企業，「日系」は日系部品企業。

（出所）筆者聞き取り調査。

日系完成車企業

地場部品企業

A B C D EF

X

G

Y Z

日　系 日　系



　�　取引先

　地場企業の部品納入先をみると，特定の完成車企業との取引のみという例

はほとんどない。特定の１社のみという例は，準内製の役割を果たしている

日系エンジン部品企業ぐらいである。ある日系完成車企業は２０００年以前に，

競合他社の部品企業には発注せずに，グループ部品企業に集中して発注して

いたが，現在は方針を変更して価格競争を重視している。ただし複数社に部

品を納入する場合でも，特定１社への納入割合が高い場合と各社の納入割合

に大きな差がない場合がある。調査企業では，前者に�社，�社，�社，�社，

�社，後者に�社，�社，�社が該当する。この差は，完成車企業による部品企

業の品質管理能力の評価の違いというよりも，生産能力の違いや取引経緯を

反映している。

　第２節で述べたように，日系完成車企業はまず，サプライヤーの経営体質，

生産設備を点検し，つぎに量産段階の品質，コスト，納期を審査して，部品

の取引先を決定している。図面を提示して見積りを取る際には複数の部品企

業に打診して価格競争となるが，日系完成車企業は長期的な取引関係を重視

している。技術支援を行って育成してきた地場部品企業は，競争力や技術保

証の面で長年の実績があり，リスクを冒してまで新規参入企業から調達しよ

うとはしない。ただし同一部品をすべて同じ企業に発注することはなく，モ

デルごとに発注先を変えて，従来の取引関係を維持している。たとえば完成

車企業�社のハブは，�社が８０％，�社が２０％納入している。同様に�社のスプ

���

表４　地場部品企業Ｊ社の売上高の推移

（出所）筆者聞き取り調査。

年 20032002200019981996

総売上高（100万バーツ）

生産量（トン）

トン当たり売上高（万バーツ）

従業員数（人）

1人当たり売上高（万バーツ）

311

1,200

25.9

420

74.0

127

857

14.8

200

63.5

250

1,500

16.7

350

71.4

417

2,590

16.1

480

86.9

515

3,300

15.6

500

103.0



ロケットは，�社が３０％，�社が７０％供給している。

　１１社はすべて完成車企業と直接部品を取引する一次サプライヤーであるが，

日系部品企業のタイ進出にともない，これら日系企業に構成部品を供給する

企業が増えてきており，多くの企業は二次下請も行っている。調査企業では，

�社がマフラー部品を日系部品企業に納入し，�社がクラッチやショックアブ

ソーバーの構成部品を複数の日系部品企業に供給している。マフラーはもと

もと完成車企業が内製していたが，ライン能力を拡大するために進出日系部

品企業に外注することになり，それにともなって�社は一次から二次下請と

なった。クラッチやショックアブソーバーの構成部品は，日系部品企業の部

品現地調達により地場企業の事業機会が拡大した事例である。

　調査企業の部品用途別売上割合をみると，二輪車部品につづいて四輪車部

品が大きな比重を占めている。タイは「アジアのデトロイト」と称されるよ

うに，東南アジア地域では最も自動車産業が集積し，自動車企業は各社とも

タイを生産，輸出拠点と位置付けて２００２年以降生産能力を拡大しており，部

品需要が急速に増加しているためである（１４）。四輪車の場合，完成車企業と直

接部品を取引している企業は１１社のなかで大手の２社に限られ，大部分は部

品企業と取引する二次下請にとどまっている。しかし同じ二次下請でも，単

なる下請加工である二輪車の場合とは異なり，事業拡大の可能性がある部品

の生産を行っている。

　�　技術水準

　地場部品企業の技術水準をみると，地場売上最大の�社でさえ二輪車部品

の設計開発を行っていない。部品の設計開発を行うためには，検査設備に多

額の投資をして工業製品規格のライセンスを取得する必要がある。また日系

完成車企業は，日本で部品企業と共同開発を行っており，地場企業がゲスト

エンジニアを派遣するのは日系企業の設計開発機能がタイに移管されないか

ぎり無理である。

　完成車企業への対応能力として地場部品企業に最も重視されるのは生産技
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術面の提案である。優良な地場企業は，生産現場の経験を生かして，固有の

量産技術やコストを抑える製造ノウハウなどのアイデアを完成車企業に提案

し，差別化を図ろうとしている。完成車企業の製品設計者は生産現場に詳し

くないので，完成車企業がもっていないノウハウを引き出せれば，地場部品

企業は優位性を獲得できる。地場企業の開発部門は，この生産技術や試作品

の開発に力を注いでいる。調査企業では，�社と�社が独自の加工方法で実用

新案の取得をめざし，競争力の向上を図っていた。

　生産技術のノウハウを獲得するために，多くの地場企業は金型の内製化に

取り組んでいる。大手地場企業はすでに，１９８０年代後半から１９９０年代半ばに

かけて金型やジグの会社を設立し，１００人以上のエンジニアを擁して，生産技

術のノウハウを内部に蓄積している（１５）。中小企業の�社や�社でも，数年前か

ら金型製作の専門部署を設けて金型の技能向上に着手した。とくに従来は単

発で多工程のプレスを量産品については順送金型による１工程に短縮し，生

産性の上昇につなげている。ダイキャスト部品を生産する�社でも，以前は完

成車企業から金型を支給されていたが，完成車企業の支援により２年前から

金型の設計が可能になった。

　さて，地場企業の�社，�社と�社，�社とでは，同じプレス・溶接を行っ

ていて，設立年もほぼ同じであるのに売上の伸びに大きな差がついている。

ダイキャスト部品の�社と�社についてもほぼ同じことがいえよう。この原

因として，生産技術面の助言ができる日本人アドバイザーが地場企業に雇わ

れているかどうかが大きく影響していると考えられる。地場企業では取引先

を拡大するために，マーケティング担当の日本人を雇っているところが多い

が，経営者が生産技術の重要性を認識して，この面の指導を行う日本人の雇

用に費用を支出するかどうかが，企業の発展に影響を与えている。�社では

重要性に気づき，品質や生産技術を監督する日本人を２００４年から雇っている。

ただし二輪車の技術は成熟化しており，エンジンや外観デザイン以外の分野

では，生産技術面の提案につながるコスト削減要素は限られてきているのが

実態であろう。各社の�����提案をみても，生産工程の簡略化，加工方法の
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変更，材料の変更，無駄の削減，生産性の向上，ユニット部品の納入など，

同じような内容となっている。日系完成車企業はサプライヤーを集めて中国

製部品のコスト勉強会を開催し，さらなるコスト削減をサプライヤーに要請

している。加工下請企業はコスト内容をほぼ完成車企業に把握されており，

準レントが獲得できる機会は極めて限られている。

　そこで優良な地場企業は，二輪車部品にとどまらず，近年需要が拡大して

いる四輪車部品において外国企業と技術提携契約を結び，事業の中核となる

部品を生産する方向に進んでいる。�社では，四輪車のシートフレーム，マ

フラー系でドイツ企業，日本企業と技術提携を検討しており，�社が生産技

術面から提案してコア部品を作り上げる計画である。また大手地場企業では

数年前から，四輪車部品で合弁している日系企業の開発チームにエンジニア

を派遣して設計開発への関与を深め，また二輪車部品以外の製品を独自に設

計開発して販売している。これらについてはタイサミット社とダイシン社を

事例に詳述する。

　２．タイサミット社の事例

　タイサミット社（����������	�
�	���
	�������	
�����������）は，地場二輪車

部品企業のなかで最大の売上を誇る企業にまで発展しているが，もとは１９６０

年からバンコクの町工場で車両用シートの補修部品を製造していた（１６）。

１９７２年にシート，内装品を製造する会社を設立し，そののち兄が率いる同社

から分かれて二輪車部品を専門に製造するタイサミット社を１９７７年に設立し

た。初期はホンダやスズキから技術支援を受けながら試行錯誤を重ねて技術

を習得し，日系完成車企業からの要請に応えて生産ノウハウを蓄積していっ

た。タイ政府の部品国産化政策のもとで二輪車部品の生産品目を拡大し，さ

らに四輪車部品，家電部品，農業機械部品にも進出して事業を多角化してい

る。１９８０年代後半以降は，日本の部品企業と多数の技術提携契約を締結する

とともに合弁企業を設立して，グループ会社は３０社に上っている。グループ
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会社では，シート，プレス・溶接，アルミダイキャスト，樹脂，ワイヤーハー

ネス，金型・ジグなどを生産し，合弁会社ではシャシー，プレス部品，クッ

ション，電装品などを生産している（１７）（図５）。

　同社の生産品目は，タイでは日系企業が主に製造しているエンジン，ホイー

ルリム，タイヤ，ライト，電装品など開発ノウハウが必要な部品を除いてす

べての二輪車部品を手掛けており，サブフレーム，燃料タンク，マフラー部

品，ハンドル，スイングアームなどのプレス部品が中心である。日系完成車

企業�社向けの燃料タンクは組立まで行って納入しており，同社から品質の

信頼を得ている。日系完成車企業については４社すべてと取引しているが，

仕入先企業ごとに生産ラインを分けている。用途別売上シェア（２００４年）は，

四輪車４８％，二輪車３５％，家電１０％，農業機械７％である。２００２年までは，

二輪車が四輪車を上回っていた。２００５年は，四輪車が急増して６０％に達する。

四輪車向けでは，大物プレス部品，大物樹脂部品，燃料タンク（日系企業と

技術提携契約あり）を生産している。

　部品の生産は，日系完成車企業から貸与図の支給を受けて行っている。

���部門には１００人（１８）いるが，主に生産効率改善の�����提案を行う。フ

レーム部品の耐性や重量についてはシミュレーション分析して検査している。

四輪車の樹脂部品では，技術提携先の日本企業で２年前から設計開発に携

わっている。２００５年から四輪車のプレス部品でも日系合弁先にエンジニアを

送っている。二輪車では，日系�社のタイにおける開発会社へデザイン研修

に行き，日系�社の開発会社に試作品の製作でエンジニアを派遣している。

１９９４～１９９６年に，金型やジグの技術向上を図るためにグループ会社３社を設

立し，約６００人が金型の製作などに取り組んでいる。

　タイサミット社の経営方針は，日系完成車企業と部品を取引するに際して，

品質，コスト，納期，サービス面で最大限の力を注いで，要望に応えること

である。とくに生産能力の規模が大きいため，日系企業の量産要望に対応で

きている。二輪車事業では，あくまで部品の生産にとどまり，独自ブランド

の完成車を生産する計画はない。完成車に進出すれば，日系完成車企業との

���
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図５　タイサミット・グループの事業分野とグループ企業

（注）JV：　　はタイ国内合弁企業，　　は海外合弁企業。出資比率はタイ側：外資側。TAは技

術提携。

　　二輪車，四輪車部品関連の主な企業を記載。

（出所）Thai Summit Group会社資料および聞き取りにより筆者作成。

TS Inter Seat（二輪用）
TS Hi-Tech Seat （マレーシア）

車両用シート

Thai Chanathorn Industry（国産電機とTA）アルミダイキャスト

TS Autoparts（二輪・四輪用，水菱プラスチックとTA）
TS Hi-Tech Plastic（アユタヤ，電機用）
TS Laemchabang Plastic

樹脂

TS Harness（四輪用）ワイヤーハーネス

TS R&D Next Technology（中小物プレス金型，ジグ）
TS Intertech（大物プレス金型）
TS Mold Manufacturing（樹脂金型，積水工機とTA）

金型
ジグ

TS PKK Bangna（四輪フレーム，アクスル）
TS PKK（四輪フレーム，アクスル）
TS Engineering（金型）

プレス工業とJV
（出資比率50:50）

TS Engineering（ジグ）新興工業とJV

TS Mitsuba Electric Manufacturing
（二輪・四輪電装品）

ミツバとJV
（出資比率51:49）

TS Hirotec（四輪プレス部品）ヒロテックとJV（60:40）

TS MCI Component（ワイヤーハーネス）三菱電線とJV（50:50）

Asian Autoparts
（二輪エンジンカバー，ショックアブソーバー）

ホンダとJV
（出資比率16:84）

Summit Showa Manufacturing
（二輪・四輪ショックアブソーバー）

ショーワとJV
（出資比率42:58）

Oriental Summit Industries
（マレーシア，プロトン向けプレス部品）

DRB-HICOMとJV
（出資比率30:70）

Thai Summit Neel Auto
（インド，二輪用プレス部品）

JBMグループとJV
（出資比率50:50）

TS Autoparts（二輪・四輪用，住野工業とTA）
TS Laemchabang Autoparts（四輪用）
Gold Press Industry（二輪用スズキ，カワサキ向け）

プレス
溶接
組立



関係が悪化して事業に支障をきたすと考えている。同社ではこれまでの部品

生産の経験を活用してゴルフカートを独自に設計開発し，新たな事業分野に

進出した。２００５年に独自ブランドで５００台を発売し，２００６年は１０００台発売する

計画である（１９）。

　タイ国内の二輪車市場は飽和状態に近づきつつあることから，二輪車事業

では，これから二輪車市場の拡大が予測される国への直接投資に活路を求め

ている。タイサミット社は１９８０年代後半にマレーシアへ進出し，国民車向け

プレス部品と四輪・二輪用シートを生産していた。２００３年には新たにインド

への進出を発表し，���グループと合弁会社を設立した（２０）。２００５年からフ

レーム部品を，日系二輪車企業のデリー近郊の工場へ納入している。インド

は二輪車市場が急速に拡大しており，タイで蓄積した製造ノウハウや品質管

理を導入すれば，インドの地場企業に十分競争できると判断した。またイン

ドでは，材料の現地調達が可能であり，人件費もタイの半分であるという。さ

らにバンガロールやプネでも生産を計画しており，フレーム，マフラー，燃

料タンクをインドの地場二輪車企業に納入する。今後は，インドネシアやベ

トナムへ二輪車部品の投資を計画している。

　３．ダイシン社の事例

　ダイシン社（���������	
���
	）のマノップ社長は，地場企業のなかで最も日

本のものづくりの考え方を理解しているといわれる経営者であり，同社は二

輪車部品売上第２位に成長しているが，その歩みはつぎのようなものであ

る（２１）。

　マノップ氏の兄は友人４人とともに車両の補修部品を輸入販売していたが，

販売業にとどまらず工場をもちたいという希望があり，高校を卒業したばか

りの弟（マノップ社長）を１９７３年に上尾市の町工場へ働きに行かせた。マノッ

プ氏は１９７６年に帰国して工場を設立し，翌年からリレー製品を作ったが，当

初は材料や金型，品質の重要性を理解できず，不良による返品の山が築かれ
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て事業は失敗に終わった。

　タイ政府の部品国産化政策により，スズキはブレーキ製造の日信工業株式

会社にタイへの進出を要請した。マノップ社長は１９７８年に日信工業の本社へ

技術研修の目的で行ったが，同社は四輪車のブレーキが主体なため，部品企

業�社へ６カ月間ブレーキライニングの技術を習得しに行った。１９７９年に日

信工業と合弁会社（ダイシン社の前身）を設立し，ブレーキパッドの生産を始

めた（２２）。さらにパネルブレーキ組立を投資委員会に申請したが，輸入部品の

組立にすぎないという指摘を受け，ブレーキシューを国産化するためにアル

ミダイキャスト（高圧鋳造）の設備を導入した。日本の�社とブレーキライニ

ングの技術提携契約を結び，摩擦材や高圧鋳造に関するノウハウの支援を受

けて，１９８３年からバンコク郊外の新工場で生産を始め，日系完成車企業４社

に納入した。高圧鋳造のノウハウを習得できたのは，�社の工場長がタイに

来て現場で指導したことが大きく寄与している。

　１９８０年代半ばまで二輪車国内市場は年３０万台前後で低迷しており，同社は

日系電子企業へ冷却ファンモーターの部品を納入して，設備稼働を維持した。

同時期は部品国産化政策により地場企業は保護されていたが，外国企業から

技術支援を受ける機会も乏しく，金型や生産技術，工程設計などについて独

自に試行錯誤を繰り返してノウハウを身につけた。産業保護政策という事業

参入機会を生かして独自に生産性や品質の向上に取り組んだことが，ダイシ

ン社のその後の成長を支えているようである。同社は金型の内製を１９８８年に

開始した。当初は日信工業の工機部門のエンジニアが技術指導したが，現在

では金型，ジグの設計から製造までタイ人が行っている。

　１９９０年に５社目の合弁企業を設立し，日信工業がノウハウをもつディスク

ブレーキの生産を開始した。２０００年にグループ企業６社を２社に再編して，

ダイシン社はパネルブレーキ，アルミダイキャスト部品を，ニッシンブレー

キ社は油圧ブレーキを主に生産している（表５）。ダイシン社の用途別売上

シェアは，二輪車７０％，四輪車３０％であるが，四輪車の売上は増加傾向にあ

る。
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　完成車企業からのコスト削減要請に対して，設計段階の�����提案は合弁

相手の日信工業が行い，ダイシン社のエンジニアは日信工業のチームに参加

する。量産段階ではダイシン社が生産技術面の提案を行う。同社は金型を内

製しているため生産技術のノウハウを蓄積してきた。ダイシン社は，二輪車

部品では設計開発を行っていないが，四輪車部品ではハンドブレーキを設計

している。日系四輪車企業が部品の現地調達を高めるために，二輪車部品で

実績のあったダイシン社に技術支援して，ハンドブレーキの設計開発が可能

となった。

　マノップ社長の経営方針は，ダイシン社が，品質，コスト，納期の面で，

世界第１位の企業をめざすことである。ドラムブレーキはコスト削減の結果，

同社の製品が一番安いと考えている。また搬入品質不良率は１０���未満であ

り，品質管理も優れている。中国より人件費は高いが生産技術で対抗できる

と考えており，生産現場の経験を金型製作で生かすという形でフィードバッ

クできる体制を社内に構築して競争力を上げている。ただし海外投資では，

２００１年にベトナムへ進出してホイールリムを生産し，現地の日系および台湾

系完成車企業に納めているが，中国製部品の流入により価格が下落して赤字

となっている。

���

表５　ダイシン社

（注）出資比率は，タイ側（マノヨン・グループ）：日本側（日信工業）。

　　　2000年の事業再編時の出資比率は２社とも51：49であったが，2001年に表記のように変更し

（出所）Daisin Group 会社資料他より筆者作成。

M.N. Industry

Daisin Kogyo Co., Ltd.

Kwangkij Industry Co., Ltd.

Daitec Co., Ltd.

Alcast Co., Ltd.

Nissin Brake Systems Co., Ltd.

1979

1983

1986

1988

1989

1990

55：45

77：23

100：0　

72.4：27.6

72.4：27.6

51：49

ブレーキパッド，ブレーキシュー

パネルブレーキ

プレス部品

金型，ジグ

アルミダイキャスト部品（重力鋳造）

油圧ブレーキ

設立年 出資比率 事業内容



第４節　日系完成車企業に対抗する地場企業の登場

　これまで日系完成車企業が寡占状況を築いてきたタイの二輪車産業に，

２００２年以降，日系企業に対抗して独自ブランドを掲げる地場企業が登場して

いる。本節ではまず，完成車市場に地場ブランドとして新規参入を果たした

タイガー社を事例に，これまで不可能であったタイブランドの二輪車がどの

ようにして登場したのかを明らかにしたい。つづいて，補修部品を生産する

地場企業が形成した二輪車クラスターを取り上げ，なぜ日系企業に対抗する

活動を組織したのか，活動はどのような意義があるのかを考えたい。

　１．タイガー社の事例

　タイ資本の完成車企業としてはじめて，タイガー社（��������	��
���
�
����

����）が２００２年７月に独自ブランドの二輪車�����１２０を発売した（２３）。小売価

格は２万９９６０バーツで，日系メーカーの廉価車（１００～１１０��）とほぼ同じ価格

に設定する一方，排気量を上げて仕様を高め差別化を図っている。同社は唯

一の国産ブランドという宣伝活動を展開し，２００５年の国内販売台数を６万
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のグループ企業

た。

出資比率 事業内容
2000年に事業再編

Daisin Co., Ltd.

Nissin Brake (Thailand) Co., Ltd.

67:33

49:51

パネルブレーキ

油圧ブレーキ



７０５５台（市場シェア３�２％）に拡大した。ここではタイガー社の二輪車開発や

生産への取り組みを日系企業と比較しながら，地場ブランド登場の要因を探

りたい。

　タイガー社の完成車生産はカワサキの旧工場で行っている（２４）。カワサキ

は１９９７年にタイ東部ラヨンの新工場で４ストローク車の生産を開始し，旧工

場は２ストローク車の生産を続けていた。カワサキのタイ側出資者は，通貨

危機により過剰債務を抱えて旧工場の倒産手続き（私的整理）に入り，新工

場の合弁を解消して資本を引き揚げた（２５）。タイ側出資者の次男であるピ

ティ社長は，債務返済に追われて事業をあきらめていたが，義父（タイ中華

総商会会長）の資金支援により，旧工場を活用して二輪車の国産ブランド企業

を立ち上げることにした。ピティ社長は，カワサキとの合弁企業において設

計に携わってきたエンジニアである。

　タイガー社の完成車工場では，従業員約５００人が二輪車を月６０００台生産して

いる（２６）。モデルは�����（１１０，１２０，１２５��，ファミリータイプ），�����（１２０，１２５��，

スポーティタイプ），�����（２００��，モーターサイクル）の３機種である。タイ

ガー社のブランドが知れわたったのは，同社が電気三輪車「チャイヨー」の

設計開発に成功し，２００３年１０月にバンコクで開催された����首脳会議にお

いて各国首脳が試乗した時である（表６）。

　タイガー社の設計開発会社には，デザイナーが１５人，試作品の検査に従事

するものが２０人いる。同社の新モデルの開発期間は，日系完成車企業とは異

なって基本設計や試作品検査を日本で行う必要がないので１２カ月で終了する。

モックアップモデルの製作は，１０年前は人手に頼っていたが，現在はコン

ピュータでできるようになり，スピードが速まった。開発コストも大幅に下

がり，設計や検査器具，ジグの性能も飛躍的に高まっている。１９９０年代後半

に情報技術が急速に発達し，ソフトウェアに投資すれば技能に依存しなくて

も設計開発が可能になったことが，タイガー社登場の背景にある。

　同社の販売は，カワサキ時代からの知り合いを通して整備したディーラー

網により行われている。全国に１２０社のディーラーをもち，同一地域内は１社

���



に任せてディーラー同士の競争を避けている。国産ブランドを前面に出して

イメージ宣伝しており，モーターレース競技においてプロモーション活動も

行っている。同社のモデルはシャシーやフレームが頑強でサスペンションも

長いと，性能の良さを強調している。日系企業とは異なり，日本人駐在員が

いないため人件費は安く，本社にロイヤリティを支払う必要もないので，コ

ストを抑えられる。

　部品の調達先は，タイ８０％，中国・台湾１３％，ベトナム・マレーシア７％

である。日系企業からは機能部品のクラッチやキャブレターなどを購入して

いるにすぎない。ショックアブソーバーは，日系製品の価格が高く中国製品

は品質が悪いので，スプリングなどを外注して自社で加工している。ランプ，

外観の樹脂部品，メーターの組立などは，グループ会社が供給している。中

国からは，エンジン部品（クランクシャフト，シリンダーヘッドなど），マグネッ

ト，ジェネレータなどを輸入する。中国各地の企業に専門家チームを派遣し

て，工場設備，生産体制，品質管理を調査し，ターゲット価格を提示して，

条件を満たした部品を購入する。品質に問題が発生した場合は，専門家チー

ムが全数検査を行う。日系完成車企業の部品調達との違いは，部品企業に

�����活動を求めず，新モデルでは新たな購入先をつぎつぎと検討するとい
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事業年月

2002年3月

7月

8月

11月

2003年8月

10月

11月

12月

タイガー会社設立

Smart 120発売

Joker 120S発売

Smart ツートンカラー発売

Joker 125発売

SMEsサイドカー発売

電気三輪車チャイヨー披露

電気ミニバイク発売

Ozone (110cc) 発売

ベトナムへCKD輸出開始

（出所）Tiger Motorcyle 会社資料より筆者作成。

表６　タイガー社のあゆみ



うように，長期的な取引関係にはない点にある。

　ただし低価格の中国車との違いとして，タイガー社では大量生産する際の

品質の重要性を認識していることが挙げられる。創業当初は，中国から輸入

した完成部品をそのまま組み付けたが，市場でトラブルが発生したので，全

数検査のうえ精度を要する部品は自社で仕上げ加工する方法に変更した。ア

ンダーボーンタイプのエンジンは特殊なものではなく，同社の技術レベルで

もセッティングが可能である。同社に合う部品を購入し，エンジンに組み付

けてテストを行い，セッティング部品を付け替えて同社の仕様に変える。機

能部品は，部品企業と共同開発するのではなく，既存部品をタイガー社の仕

様に変えていくというのがタイガー社の考え方である。

　タイ国内のスクーター市場が拡大しているため，タイガー社ではスクー

ターの投入を計画している。台湾の中小二輪車企業あるいはイタリアのピア

ジオ社と技術提携して，小型スクーターを生産する予定である。中国車のタ

イ市場参入には，同社はそれほど危惧を抱いていない。中国とタイでは普及

している二輪車のタイプが異なり，すでにタイに進出した中国企業の製品は

売れていないからである。

　２．地場補修部品企業のクラスター形成

　２００４年に二輪車補修部品を生産する地場企業が中心となって，二輪車クラ

スターが形成された。この新たな動きが登場した背景と活動内容をみていき

たい（２７）。

　この活動の中心人物であるチャヤポン氏は，以前ヤマハに勤めていたエン

ジニアで現在は地場部品企業�社の副社長である。�社は日系完成車企業に

二輪車チェーンを供給していたが，７年前に日系チェーン企業がタイに進出し

たため取引先を失い，生産量が月５万から１万に激減した。また日系完成車

企業が製品の仕様を厳しくしたため，技術的に対応できない�社は新モデル

から納入できなくなった。このまま日系企業の提示した図面どおりの下請生

���



産を続ければ，要求に応えられない場合，ますます売上が減少していくこと

に危機感を抱くようになった。

　そこで地場の中小企業が費用を出し合って，共同でマーケティングや研究

開発（バリューチェーン展開）を行えば，コストや品質，新しいビジネスに対

応でき，競争力を回復できると考えるようになった。最初は友人の地場スプ

ロケット企業社長と相談して，チェーンとスプロケットをセットにした製品

を発売したところ，製品の性能向上，コスト削減，ユーザーの評判など一定

の成果が現れた。つづいて工業省のタイ事業活性化（���）プロジェクトで知

り合った中小企業１５社が共同で事業を行ったところ，各社とも共同で事業を

行う有用性を認識するようになった。さらに自動車産業振興機構（���）主催

の部品見本市に出店したところ，関心をもつ地場企業が増えて参加企業は４０

社となった（２８）。折しも政府はクラスター振興を政策に掲げていたため，２００４

年５月に�����００７�����というブランドの二輪車クラスターを正式に立ち

上げた。参加企業は地場企業９６社に拡大している。

　同クラスターの組織は，部品生産にとどまらず，マーケティング，物流，

開発，検査が一体となった発展をめざし，７つの集まり，すなわち①企画立案，

全体の運営，②販売，③部品生産（独自ブランド１５品目），④設備器具，⑤サー

ビス，⑥情報提供，⑦支援機関から構成される（図６）。クラスター形成の目

的は，�材料を共同で購入し価格交渉力を上げる。�共同で開発に取り組み，

製品の性能基準を向上する。�関係機関と連繋して技術開発を進め，新技術

を取り込む。�地方の二輪車修理店に情報提供し技術やサービス水準の向上

を図るなどである。

　現在取り組んでいる事業は，�独自ブランドの補修部品を販売し，二輪車

の保守点検を行うサービスショップ（�����������）を全国にフランチャイズ

展開する。�独自ブランド部品の展示会を地方都市で開催するなどである。

２００４年の実績は，売上４０億バーツ，輸出５０００万バーツ，雇用創出３２００人に達

し，参加企業の運営負担金が減少した，と活動の利点を強調している。

　今後の取り組みとして，�設計や検査にかかわる設備を共同で購入し，参
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加中小企業が作る製品の仕様や品質を上げる。�中国企業と技術提携を結び，

参加部品企業とともに国内市場に適した二輪車の新モデルの開発に着手する

などを計画している。

　二輪車クラスター参加企業は，取引先の減少など危機感を共有しており，

新たな事業機会を求めて活動が広がってきたと考えられる。この活動の成功

の鍵は，参加企業がどこまで利害を一致させて共同の事業を続けられるかど

うかであろう。補修部品の販売や物流を共同で行うという事業は比較的利害

が一致しやすいが，開発や生産で共同事業を実施するのは，投資金額が膨大

になるため費用負担の面から難しいと思われる。

おわりに

　最後に，タイにおける地場部品企業および地場完成車企業のこれまでの成

���

図６　二輪車クラスターSMEs 007 PLUSの組織

⑦支援機関
工業省工業振興局

自動車産業振興機構

大学・研究所他

⑤サービス
R&D（製造，生産工程）

マーケティング

生産準備

検査・証明

パッケージ

物流

⑥情報提供
（事業機会関連）

②販売
国内・輸出

(OEM&REM)

①企画立案
　全体運営
幹事会社

③部品生産
独自ブランド

チェーン

スプロケット

ショックアップ

ガスケット

その他

④設備器具
機械設備

切削器具

ジグ

測定器具

原材料

その他

（出所）二輪車クラスターSMEs 007 PLUSの事業資料より筆者作成。



長要因，技術水準の現段階，今後の方向性について明らかになったことをま

とめておきたい。

　第３節で考察した地場部品企業の成長パターンはつぎのようにまとめられ

る。１９７０年代後半からタイ政府が二輪車部品国産化，保護関税政策を実施し

たため，日系完成車企業は小物プレス部品やダイキャスト部品を外注するこ

とになった。地場企業がこの参入機会を活用して，完成車企業から技術支援

を受けながら生産ノウハウを蓄積したことが，成長するための出発点であっ

た。１９８０年代まで地場企業は保護政策の下にあり競争も激しくなかったが，

この時期に試行錯誤を繰り返しながら技術を習得した企業こそが，のちに急

速な成長を遂げることになった。

　地場部品企業は，日系完成車企業から貸与図を支給されて図面どおりに部

品を生産している。日系完成車企業との取引に際して地場企業が要求される

対応能力は，つぎの３段階に分けられる。まず第１段階として，完成車工場

の大量生産に対応するために，���（品質・コスト・納期）において高い水準

を要求される。日系完成車企業は各社とも，取引企業の���を厳しく審査し

て，成績が優秀な企業を表彰しており，地場企業は���において完成車企業

の要求する基準に達することが，日系企業と取引するための最低条件となっ

ている。

　つぎに第２段階として，���のなかでもとくにコスト面の対応が重要であ

る。地場企業は日系完成車企業に�����提案を行ってコスト削減要求に対

応しているが，その際に生産技術面の提案を行えるかどうかが他社との差別

化につながる企業の能力となろう。地場部品企業は日系部品企業とは異なり，

設計開発の分野には参入できないが，これまでの生産現場の経験を生かした

固有の量産技術やコストを抑えた製造ノウハウの面では，完成車企業のもっ

ていないノウハウを発揮することができる。地場企業は，金型の内製化や日

本人アドバイザーの雇用などを通して生産技術面の提案能力向上を図ってい

る。

　さらに生産技術面の提案が評価された地場企業にとっては第３の発展段階
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として，自社内で設計開発に取り組んだ自社製品の販売がある。ただし二輪

車の技術は成熟化して，大部分の部品の設計ノウハウを完成車企業が把握し

ているため，二輪車部品について提案できる要素は極めて限られている。タ

イでは四輪車の部品需要が急速に拡大しており，四輪車部品について外国企

業と技術提携契約を結んで，生産技術の向上さらには設計開発に取り組む地

場企業が出てきている。ダイシン社は，二輪車部品の実績が四輪車企業から

評価されて，ハンドブレーキの設計開発を行って四輪車企業に納入した。タ

イサミット社は，二輪車部品生産の経験を生かしてゴルフカートを独自に設

計開発し，自社ブランドで販売している。

　大手地場企業が二輪車事業において活路を求めている分野は，二輪車市場

の拡大が期待される国への直接投資である。タイサミット社は，２００５年から

インドでプレス部品の生産を開始し，生産拠点を今後３カ所に拡大する計画

である。タイで蓄積した製造ノウハウや品質管理を導入すれば，インド地場

企業に優位性をもつと判断している。

　第４節で取り上げたタイ初の地場完成車企業タイガー社の成長要因は，日

系完成車企業と比較して，つぎのように要約できる。まず１９９０年代後半から

の情報技術の発達により，地場企業がソフトウェアに投資できれば，従来の

ように熟練者の技能に依存しなくても，設計開発が可能になった点が挙げら

れる。また同社の設計開発思想は，日系完成車企業のように部品企業との共

同開発を通して性能を高めるという方法とは異なり，既存の部品を改良しな

がら同社の二輪車の仕様を形成していくという考えである。部品企業との取

引において，同社はターゲット価格を設定し，条件に合う部品企業に発注す

る購買方針であり，�����提案を求めたり長期的な関係を築くことは考えて

いない。

　タイガー社は日系完成車企業の出身者が設立した企業であるが，設計開発

思想はこのように根本的に異なっている。同社はエンジン部品を中国から輸

入しており，中国の二輪車部品企業の成長を前提に発展したといえよう。他

方で，大量生産する際の品質の重要性に関しては，日系企業で働いていた時
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の生産管理や品質管理の取り組みが受け継がれているようである。この点が

安価な中国車との差別化につながり，タイ市場でわずかではあるが，その一

角を占めることができた要因と考えられる。ただし，これまでタイに進出し

た中国企業は，�����（重慶，銀鋼），��������（重慶，恒勝）など中小企

業が中心であった（２９）。嘉陵や江門中裕などの大企業もタイ進出を計画して

おり，これら大手企業は品質水準も向上していることから，タイガー社が新

たな分野で差別化を図っていくことができるかどうかが同社の生き残りの鍵

であろう。

〔注〕――――――――――――――――――――――

�　タイの二輪車産業を対象にした研究は，これまでほとんど行われていない。

筆者の知るかぎり，アーポンが顕示比較優位（���）および国内資源コスト

（���）の概念を用いて，二輪車の輸出競争力から１９９０年代半ばにおけるタイ

二輪車産業の比較優位を実証している論文のみである（������［２００１］）。筆者

は，二輪車産業が国内市場立脚型産業であり，輸出から競争力を分析する手法

は必ずしも適当でないと考えている。本稿では，生産現場の技術蓄積に着目し

ている。

�　ヤマハ発動機株式会社（タイ法人名は�������������	
	���	
���
�
）は１９６６

年，本田技研工業株式会社（同��������	��
�����
��������������	）は１９６７年，

スズキ株式会社（同���������	��
���
����������）は１９６８年に，二輪車の組立生

産を開始した。なおヤマハは２０００年にタイ法人名を�������������	
	���	
��

����に変更し，ヤマハが過半数出資している。ホンダとスズキは，当初から過

半数出資している。

�　２００５年は，二輪車販売に占めるスクーターのシェアが１６％に増加している。

なお二輪車の国内販売台数は，２００４年が約２０２万台，２００５年が約２１１万台である。

�　ホンダは当初，発展途上国向けに，従来のカブタイプから燃費を向上した新

エンジン（������）を開発し，市場に投入する戦略であった。タイでは２００１年

１２月に，このエンジンを搭載した����１２５を発売したが，廉価車投入の影響を

受けて販売台数が伸びなかった。

�　最初のモデルのコンセプトは，�����戦略車として域内で部品の相互補完を

行い，部品の投資コストを下げることにあった。しかし部品の輸送費などがか

さみ，コスト面の利点はあまりなかった。

�　ヤマハは，インドネシアなど�����からの輸入部品も現地調達に含めている。

�　ホンダ，ヤマハ，スズキ，カワサキ（川崎重工業株式会社）のタイ法人へは，
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２００４年９月および２００５年９月に訪問して聞き取り調査を行った。

�　ホンダは１９９７年，ヤマハとスズキは２００１年に，東南アジアの生産拠点を統括

する二輪車の���会社をタイに設立した。

�　�����は巻頭の「用語の注釈」を参照。

�　���は１００万分の１。

�　２００４年９月，１１月，２００５年７月，９月，１２月に，地場企業１１社の聞き取り調

査を行った。

�　タイ部品企業２００社のデータは，２００４年８～１２月に企業に送付したアンケー

ト調査に基づいている。

�　Ｅ社では，生産現場の活動を見えるようにして問題対処能力を向上させる

「見える化」を実施していた。また�社では，従業員が生産効率を上げるために，

問題の発生を未然に防止する生産保全（���）に取り組んでいた。

�　タイに自動車産業が集積し，自動車企業各社が生産，輸出拠点と位置付けて

いる点については，東［２００５］を参照。

�　自動車生産の拡大にともないタイの金型製作の技術が向上している点につ

いては，東［２００４�］を参照。

�　タイサミット社へは，２００４年９月および２００５年１２月に聞き取り調査を行った。

同社は地場部品企業１１社のなかの�社である。

�　タイサミット社の創業者であるパッタナー氏は２００１年に死亡し，代わって妻

のソンポン氏が社長を務めている。パッタナー氏の兄サンサーン氏は，サミッ

トオートシート社（１９７２年設立）およびサミットオートボディ社（１９８６年設立）

を中核とするサミット・グループを率いている。同グループは，タイサミット・

グループと同様に，多数の外資企業と技術提携，あるいは合弁企業を設立して，

地場四輪車部品企業のなかで売上が最大の企業グループに発展している（東�

［２０００��１４５］）。また弟のスリヤ氏は，タクシン政権の与党タイラックタイ党の

幹事長であるとともに工業大臣に就いている。

�　���部門１００人の内訳は，二輪車３０人，四輪車４０人，樹脂部品３０人である。

�　グループ会社の�������������	
���
���がゴルフカートを製造し，�����という

ブランド名で発売している。

�　���グループと５０�５０出資し，����������	�
����
�	����	を設立した。デリー

近郊のグルガオンに工場を建設している。

�　ダイシン社へは，２００３年８月および２００５年９月に聞き取り調査を行った。同

社は地場部品企業１１社のなかの�社である。

�　タイ側出資者は，マノップ社長の兄が経営する自動車部品販売会社マノヨン

社である。マノヨン・グループは，のちに設立する日信工業との合弁企業に出

資する以外にも，日本を中心とする外国の自動車部品企業と多数の合弁企業を

設立し，その数は２６社にのぼっている。ただしタイ側が生産に携わっているの
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はダイシン社のみである。

�　タイガー社へは，２００４年８月，９月，２００５年９月に聞き取り調査を行った。

�　タイガー社の二輪車生産会社は，������������	
	���
	����
��である。

�　カワサキは１９７６年に�����������	��
���
�����������を設立し，同社に２５％出

資した。１９９７年に投資委員会の税制上の恩典を受けて，新たに���������

����������	�
���	�（��������）����������を設立し，ラヨンに工場を建設した。

カワサキは同社に当初過半数出資したが，タイ側出資者が引き揚げたため

１００％出資となった。

�　従業員５００人の約７０％はカワサキの工場から引き抜いた。

�　二輪車クラスターに関しては，�����［２００５��９６�１００］などを参照。

�　タイ事業活性化（���）プロジェクトおよび自動車産業振興機構（���）に関

しては，東［２００４�］を参照。

�　タイ二輪車市場には，日系完成車企業４社とタイガー社以外に，マレーシア

資本の��������	
���
���
����
�����������
��が２００２年から参入している。同社

はタイ南部のハジャイに建設した工場で主にスクーターを生産しているが，市

場シェアは０�６％（２００５年）にすぎない。マレーシアでは国民車向けのアルミ鋳

造，ホイール製造を行う企業であり，スクーターの技術は台湾から導入してい

る。以上の６社以外の市場シェアは０�４％であり，このなかに中国企業のブラン

ドも含まれ，中国車はこれまでタイ市場に浸透していない。
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